
 

民 生 病 院 常 任 委 員 会 
 

                        日 時  平成２９年６月２０日（火） 

                             午後１時３０分から 

                        場 所  委員会室 

議  題 
 

１ 付託案件（４件） 

⑴ 議案第３１号  射水市大門総合会館条例の一部改正について 

・・・・・市民生活部 地域振興・文化課 付属資料 

⑵ 議案第３２号  射水市コミュニティセンター条例の一部改正について 

⑶ 議案第３３号  射水市国民健康保険税条例の一部改正について 

⑷ 議案第４０号  射水市堀岡コミュニティセンター新築(建築主体)工事請負契約に 

ついて 
  

２ 報告事項（１１件） 

⑴ コミュニティバス、デマンドタクシーについて 

・・・・・市民生活部 生活安全課 資料１ 
 
⑵ 万葉線について           ・・・・・市民生活部 生活安全課 資料２ 
 
⑶ コミュニティバス⓪番線中央幹線の見直しについて 

     ・・・・・市民生活部 生活安全課 資料３ 
 
⑷ 「都市鉱山からつくる！みんなのメダルプロジェクト」の実施について 

・・・・・市民生活部 環境課 資料１ 
 
⑸ 射水市新斎場建設に係る基本設計業務及び火葬炉設備プロポーザルの 

実施結果について          ・・・・・市民生活部 環境課 資料２ 
 
⑹ 認知症初期集中支援チームの設置について 

・・・・・福祉保健部 地域福祉課 資料１ 
 
⑺ 在宅医療・介護連携支援相談窓口の設置について 

・・・・・福祉保健部 地域福祉課 資料２ 
  
⑻ 平成２８年度介護保険事業執行状況等について 

・・・・・福祉保健部 介護保険課 資料１ 
 
⑼ 国民健康保険事業財政調整基金の活用について 

・・・・・福祉保健部 保険年金課 資料１ 
 
⑽ （仮称）「新湊保育園・新湊西部保育園統合認定こども園」の整備計画について 

・・・・・福祉保健部 子育て支援課 資料１ 
 
⑾ 地域包括ケア病棟の２病棟体制について・・・・・射水市民病院 医事課 資料１ 

 

３ その他 



射水市大門総合会館条例の一部改正について 

 

１ 改正理由 

 射水市大門総合会館内に設置している大門コミュニティセンターの移転後について、総合会

館 4階大門コミュニティセンター、コミュニティセンター事務室、大門地区社会福祉協議会事
務室を会議室として活用するため、新たに設置する会議室の使用料を規定する。 

 
２ 改正時期 

  平成２９年７月１日 
 
３ 大門総合会館４階レイアウト 

現状 

大門地区社会

福祉協議会 
 

402会議室 
大門コミュニティ 

センター 
401 
研修室 

 

コミュニティセ

ンター事務室 
 

      
     EV  

 
改正案 

406 会議室  
404 
会議室 

403 
会議室 

402 
会議室 

401 
会議室 

 

405 会議室  

      
     EV  

 
４ 会議室使用料 

 面積

(㎡) 

午前 

9～12時 

午後 

13～17時 

昼間 

9～17時 

夜間 

18～22時 

昼夜間 

13～22時 

全日 

9～22時 

401会議室 62 1,290 2,010 2,590 2,300 3,600 4,040 
402会議室 72 1,290 2,010 2,590 2,300 3,600 4,040 
403会議室 72 1,290 2,010 2,590 2,300 3,600 4,040 
404会議室 72 1,290 2,010 2,590 2,300 3,600 4,040 
405会議室 23 640 1,000 1,300 1,150 1,800 2,030 
406会議室 23 640 1,000 1,300 1,150 1,800 2,030 

料金の考え方 

 大門総合会館における会議室は 50平方メートル未満とそれ以上で金額が区分されており、
今回新たに貸出する会議室もこれと同様とする。 
 402,403会議室はパーテーションで仕切られ、用途に応じ 2室を併せた使用も可能。 

6月定例会 議案第 31号付属資料 
市民生活部 地域振興・文化課 















「都市鉱山からつくる！みんなのメダルプロジェクト」の実施について 
 
１ 趣旨・目的 

東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会等※では、使用済

み小型家電から金などの貴金属を回収し、東京オリンピック・パラリンピッ

クの入賞メダルを作成する「都市鉱山からつくる！みんなのメダルプロジェ

クト」（以下、プロジェクト）を本年４月から開始した。 
本市もプロジェクト及び「都市鉱山メダル連携委員会」へ参加しており、

市民への呼びかけを行うことで、リサイクル制度の普及とさらなる回収量の

増加につなげたいと考えている。 
また、プロジェクトは大規模な資源回収を目的とせず、国民のオリンピッ

ク参加意識の高揚と循環型社会のピーアールを含め、不用となった携帯電話

やスマートフォンの提供をお願いするもの。 
※東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会、環境省、東京

都、㈱ＮＴＴドコモ、（一財）日本環境衛生センター 
 
２ 対象品目及び回収場所 
１．プロジェクトに関する回収品を、携帯電話及びスマートフォンとし、射水

市本庁舎総合窓口横に専用回収ボックスを設置 
（５月８日 回収ボックス設置済み） 
２．クリーンピア射水へ直接持込みの場合は、プロジェクト参加意思を示され

た時点で、パソコン・携帯電話・スマートフォンを対面で受取り保管 
 
３ 市民への周知 
１．都市鉱山メダル連携委員会提供のポスターを市庁舎のボックス付近と、ク

リーンピア射水受付に掲示 
２．射水市ＨＰに都市鉱山メダル連携委員会のルールに沿いページを作成 
３．射水市報６月号に、プロジェクトの紹介と回収場所を掲載 

市民生活部 環境課 資料１ 
６月定例会 民生病院常任委員会 

平成２９年６月２０日 



 

 

射水市新斎場建設に係る基本設計業務及び火葬炉設備プロポーザル    

の実施結果について 

 

 

１ 射水市新斎場建設工事基本設計業務 

(1) 選定方法 

公募型プロポーザル方式、参加表明者数１０者 

 

(2) 審査手順 

審査は２段階とし、参加表明書及び技術提案書を基に、参加者の技術力、

経験、創造性、テーマに対する考え方について、総合的に審査した。 

「一次審査（５月１５日）９者、二次審査（５月２４日）４者」 

 

(3) 選定結果 

＜最適候補者＞株式会社 三四五建築研究所 代表取締役 稲葉 実 

   ＜次 点 者＞株式会社 ビートープ    代表取締役 田村 直久 

※最適候補者を契約予定者として設計業務の契約交渉を行う。 

なお、最適候補者と契約が成立しない場合は、次点者と交渉する。 

 

２ 射水市新斎場火葬炉設備工事 

(1) 選定方法 

指名型プロポーザル方式 指名者数 ２者 

 

(2) 審査手順 

技術提案書についてヒアリングを行い、火葬炉設備の基本的な考え方や

公害防止に関する技術力等と市の要求水準を確保できるか評価した。 

「審査（５月１５日）１者」 

 

(3) 選定結果 

  ＜最適候補者＞株式会社 宮本工業所 代表取締役 宮本 芳樹 

    ※請負契約：平成３０年度を予定 

市民生活部環境課 資料２ 

６月定例会 民生病院常任委員会 

平成２９年６月２０日 



認知症初期集中支援チームの設置について 

 

 

１ 事業概要等 

  認知症の人の意思が尊重され可能な限り地域での生活を継続できるよう、介護保険法の

一部改正に基づき、医療・介護の専門職が、認知症が疑われる人等に必要な医療・介護の

導入に向けた調整・家族支援などを包括的・集中的に行う認知症初期集中支援チームを地

域福祉課に設置するもの。 

２ 対象者 

  ４０歳以上の在宅生活者で認知症が疑われる人又は認知症の人で次のいずれかに該当す

る人 

（1） 医療、介護サービスを受けていない人又は中断している人 

（2） 医療、介護サービスを受けているが、認知症の行動・心理症状が顕著なため対応に苦 

  慮している人 

３ 事業内容 

（1） 実施体制 

 ア 支援チーム員の構成 

    国においては、専門医１名（認知症サポート医）と専門職２名以上(医療系１名、福 

祉系１名)の計３名以上で支援チームを編成することとされており、本市においては、

下記の構成で対象者ごとに 4 名で支援チームを編成する。 

     (ｱ) 専門医 射水市医師会    １名(市内認知症サポート医５名登録) 

      (ｲ) 専門職 地域福祉課      ２名(保健師１名、社会福祉士１名) 

         地域包括支援センター１名(対象者の生活圏域の認知症地域支援推進員) 

 イ 事業の実施内容 

   (ｱ) 支援チームに関する普及啓発 

    地域住民や関係機関等に支援チームの役割や機能について広報活動や協力依頼を 

   行う。 

  (ｲ) 認知症初期集中支援の実施 

   ・ 家族、本人、ケアマネジャー、民生委員等からの相談 

   ・ 情報収集、専門職による初回アセスメント訪問及びチーム員会議の開催 

   ・ 支援（概ね６か月）の実施 

   ・ ケアマネジャー等への引継、評価（２か月後） 

（2） 業務開始日  平成２９年６月１日 

（3） 制度周知  

   広報誌や周知チラシ、市ホームページやケーブルテレビ等で随時周知する。 

福祉保健部地域福祉課 資料１ 

６月定例会 民生病院常任委員会 

平成２９年６月２０日 



射水市認知症初期集中支援チーム概要図

情報提供・相談 

指導・診断 

紹介 

相談 

認知症初期集中支援チーム   認知症疾患医療センター  

   (谷野呉山病院） 

 射水市医師会（委託） 

 地域福祉課 

 認知症地域支援推進員 ５名（各包括） 

 認知症サポート医 ５名 

 地域包括支援センター 

保健師 １名 社会福祉士 １名 

専門医 

鑑別診断 

アセスメント 

包 括 職 員 

連携 

本

人 

家

族 

診断・指導 

紹介 

診療 

相談 

訪問 

（観察・評価） 

相談・情報提供 助言指導 

かかりつけ医 

◎対象者の居住する地域に応じてチームを編成する 
  ・専門医  射水市医師会      １名  （認知症サポート医 ５名から１名依頼） 

  ・専門職  地域福祉課         ２名   （保健師１名、社会福祉士１名） 

         地域包括支援センター １名  （対象者の圏域の認知症地域支援推進員） 



在宅医療・介護連携支援相談窓口の設置について 

 

 

１ 事業概要等 

  高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることを目的に、介護保

険法の一部改正に基づき、地域の医療・介護関係者からの在宅医療・介護連携に関する相

談等を受けるとともに、必要に応じ退院時の連携調整、情報提供を行う相談窓口を地域福

祉課に設置するもの。 

 

２ 相談対象者 

（1） 医療関係者 （病院・診療所・歯科診療所・薬局 等） 

（2） 介護関係者 （ケアマネジャー・訪問介護・訪問看護・訪問リハ・通所施設 

          ・介護老人保健施設 等） 

 

３ 事業内容 

（1） 実施体制 

 地域福祉課内に相談窓口を設置し、保健師及び社会福祉士各１名が相談対応する。 

     （各地域包括支援センターや市医師会等と連携、情報共有していく。） 

ア 相談方法  電話相談、来所相談、病院訪問、調整会議等 

イ 実施日時  月曜～金曜日（市役所の開庁日時） 

 

（2） 実施内容 

  ア 在宅医療・介護連携を支援する相談窓口の運営 

  イ 医療・介護関係者からの相談への対応 

   (ｱ) 医療機関に関する相談・紹介・調整 

   (ｲ) 訪問診療・往診に関する情報提供 

   (ｳ) 医療機関への介護サービスに関する情報提供  

   (ｴ) 医療・介護サービス資源の把握 

  ウ 医療・介護関係者及び地域包括支援センターとの連携支援 

 

（3） 業務開始日 

     平成２９年６月１日   

 

（4） 制度周知 

  ア 介護機関等に、地域包括支援センター会議等で周知する。 

  イ 医療機関等に、市医師会等と連携し周知する。 

福祉保健部地域福祉課 資料２ 

６月定例会 民生病院常任委員会 

平成２９年６月２０日 



平成２８年度介護保険事業執行状況等について

１　第１号(65歳以上)被保険者の状況について (単位：人、％)

94,050 94,347 99.7 ▲ 297

27,112 26,568 102.0 544

６５～７４歳 14,514 14,387 100.9 127

７５歳以上 12,598 12,181 103.4 417

２  要介護認定の状況について

（１） 要介護・要支援認定者数 (単位：人、％)

5,053 4,887 103.4 166

115 125 92.0 ▲ 10

5,168 5,012 103.1 156

18.6 18.4 101.1

（２）要介護度別の状況 (単位：人、％)

699 671 104.2 28

598 556 107.6 42

1,124 1,035 108.6 89

763 788 96.8 ▲ 25

680 661 102.9 19

702 689 101.9 13

602 612 98.4 ▲ 10

5,168 5,012 103.1 156

３　介護サービスの利用状況について

（１）介護サービス利用者数 (単位：人、％)

利用者数① 構成比 利用者数② 構成比

101,518 82.4 102,612 85.2 98.9 ▲ 1,094

10,759 8.7 6,888 5.7 156.2 3,871

10,932 8.9 10,946 9.1 99.9 ▲ 14

123,209 100.0 120,446 100.0 102.3 2,763

※28年度から小規模通所介護事業所(H28実績3,421人、267,663千円）が居宅サービスから地域密着型サービスに移行した。

（２）介護給付費の状況 (単位：千円、％)

給付費① 構成比 給付費② 構成比

3,145,031 38.8 3,380,929 42.0 93.0▲ 235,898

1,570,819 19.4 1,250,154 15.5 125.7 320,665

2,909,833 35.9 2,936,460 36.5 99.1▲ 26,627

484,288 6.0 485,821 6.0 99.7 ▲ 1,533

8,109,971 100.0 8,053,364 100.0 100.7 56,607

※特定入所者介護(予防)サービス費、高額介護(予防)サービス費、審査支払手数料の合計

・特別養護老人ホームの入所待機者の推移については、現在、県全体で集計中であり、結果を受けて改めて報告する。

　特定入所者介護サービス等※

計

　特定入所者介護(予防）サービス費とは、低所得の介護保険施設入所者（短期入所サービス利用者を含む）の食費や居
住費に係る保険給付のこと。

　居宅サービス

　地域密着型サービス

　施設サービス

平成28年度 平成27年度
対前年比

差引
（①－②）

計

区　　分
平成28年度 平成27年度

対前年比
差引

（①－②）

　居宅サービス

　地域密着型サービス※

　施設サービス

計

区　　　分

要介護５

区　　　分
平成28年
10月1日①

平成27年
10月1日②

対前年比

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

差引
（①－②）

要支援１

対前年比
差引

（①－②）

　第１号被保険者

　第２号被保険者

計

認定率

平成27年
10月1日②

人　　　口

６５歳以上

区　　　分
平成28年
10月1日①

福祉保健部　介護保険課　資料 １
６月定例会　民生病院常任委員会

平成２９年６月２０日

区　　　分
平成28年
10月1日①

平成27年
10月1日②

対前年比
差引

（①－②） ［参考］
高齢化率 （ ）内はH27.10.1
射水市 28.8% （28.2％）
富山県 31.1%（30.6%）
国 27.3%（26.8%）

※認定率
＝第1号認定者数 ／ 65歳以上被保険者



４　地域密着型サービスの基盤整備状況について

５　高額介護サービス費制度の利用者負担上限額の変更（平成２９年８月から）

（注２）一般所得者とは市県民税課税世帯の者で現役並み所得者以外の者

15 214 15

（注３）１割負担(合計所得160万円未満、※年金収入のみでは280万円未満)の被保険者のみの世帯
には、３年間に限り年間上限を446,400円（37,200円×12月）とする緩和措置を設ける。

214

（　）は定員数のみ変動

（注１）小規模多機能型居宅介護は平成27年4月から定員数が25人から29人に引き上げられた。

　介護保険サービス費用については、負担が重くなりすぎないように所得に応じて利用者負担限度額
を設定し、限度額を超えた分が払い戻される（高額介護サービス費制度）が、平成２９年８月から、
一般所得者（市県民税課税世帯）の月額限度額３７，２００円を４４，４００円に引き上げる。

 ○現役並み所得者・・・    同じ世帯に課税所得145万円以上(年金収入のみでは298万円以上)の
65歳以上の者がいて、 65歳以上の者の収入が単身の場合383万円以
上、２人以上の場合520万円以上の世帯の者

地域密着型通所介護（密
着型デイ）

― ―

地域密着型介護老人福
祉施設（小規模特養）

1 29 ― ― ― ― ― ―

― ― ― ―

定期巡回・随時対応型訪
問介護・看護

1 50 ― ― ―

夜間対応型訪問介護（夜
間対応ホームヘルプ）

1 70 ― ―

―

（12）
1 53

1 25

小規模多機能型居宅介護
（小規模多機能）（注１）

10 239 ―
（16）

―

認知症対応型通所介護
（認知症デイ）

7 85 ― ―
(-6)

-1 -13
-1 -7

― ― ―

事業所 定員 事業所 定員 事業所 定員

認知症対応型共同生活
介護（グループホーム）

16 233 ― ―

　(1)　平成２８年度実績

・ 認知症対応型通所介護（認知症デイ）において、１事業所が廃止(定員７人減）となり、２事業所の定員がそれ
ぞれ３人減となった。

・ 小規模多機能型居宅介護において、奈呉町共同住宅内に1事業所が整備された。また、３事業所において定
員がそれぞれ４人増員となった（注１）。

・ 平成２８年４月から、制度改正により通所介護から定員18人以下の事業所（15事業所、定員214人）が地域密
着型通所介護に移行した。

サービス種類
第5期末現在

（平成27年3月末）
第6期整備計画・実績

平成27年度実績 平成28年度実績 計

事業所 定員

利用負担段階区分 
負担限度額 

改正前 改正後（H29.8～） 

・生活保護の受給者 

・利用者負担を15,000円に減額すること

で、生活保護の受給者とならない場合 

個人 15,000円 

世帯 15,000円 
同左 

 ・合計所得金額及び課税年金収入額の

合計が80万円以下の者 

・老齢福祉年金の受給者 

個人 15,000円 同左 

市県民税非課税世帯 世帯 24,600円 同左 

一般所得者(注２) 
世帯 37,200円 

世帯 44,400円 

(注３) 

現役並み所得者 世帯 44,400円 同左 
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国民健康保険事業財政調整基金の活用について 

 

 

平成３０年度からの県単位化に伴い、財政運営のしくみが変わり、各市町村の保険税率は、そ

れぞれの医療費や所得水準を考慮し、また、収支の均衡が図られるよう、県から示される標準保

険料率を参考に決定することとされている。 

本市においては、平成２０年度以降の保険税率を据え置くとともに、平成２７年度以降は財政

調整基金を活用して単年度収支の均衡を図っており、保険税額の水準は県内でも低位にある。 

このため、県単位化に伴い、現行の保険税額の水準が引き上げられ、被保険者の保険税負担が

増加することが予想されることから、射水市国民健康保険運営協議会において、できるだけ現行

の保険税額の水準を維持できるよう財政調整基金の活用について検討したので報告するもの。 

 

 

１ 基金の活用の推移                      

                                単位：千円 

年 度 年度当初基金残高 取 崩 額 年度末基金残高 

平成 27年度 986,884 160,000 827,423 

平成 28年度 827,423 130,000 698,141 

平成 29年度 698,141 259,909 438,232 

※平成 27年度は決算額（利子積立分 539 千円を含む） 

平成 28年度は決算額（利子積立分 718千円を含む） 

平成 29年度は予算額 

  

２ 基金の活用について 

  安定した国民健康保険事業の財政運営のため、次のような基金の活用を考える。 

平成３０年度以降は、保険税の激変緩和措置及び収支補填に充てる。ただし、県が行う激変緩

和措置を優先する。 

 また、県単位化に伴う納付金（※1）の財源、財政安定化基金（※2）の返済及び保健事業に活 

用する。 

     ※1 市町村が県に納めなければならない医療給付費支払のための金額 

      ※2 収納不足・予期せぬ給付増があった場合等、市町村への貸付を行うための基金 

３ その他 

  今後、国や県が示す公費の考え方や標準保険料率のあり方を見極め、平成２９年１２月を目途

に基金の活用策を決定したい。 
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（仮称）「新湊保育園・新湊西部保育園統合認定こども園」の整備計画について 

 

１ 整備するに至った経緯 

市立新湊保育園及び市立新湊西部保育園については、昨年の１２月に策定した

「新たな民営化方針」の要件に該当したことから、当該地区の保護者会の代表者や

地域の代表者、教育・保育に関する専門分野の代表者等で構成する「地域部会」で、

両園の今後のあり方として統廃合を含めた民営化について協議を重ねてきた。 

また、「市子ども・子育て会議」において、「地域部会」の意見を踏まえ、両園の

保育環境の改善を図るため、両園を（仮称）統合認定こども園として整備するとい

う検討結果に至ったことから、このたび、当該整備に係る引受法人の募集をするも

の。 

 

２ 基本方針 

（１）（仮称）統合認定こども園の概要 

   定 員：９０人程度 

開園日：平成３２年４月１日（予定） 

（２）整備予定地 

 新湊地域、庄西地域の子どもが、これまで通学していた旧新湊中学校跡地（平

成２８年３月市議会定例会「旧新湊中学校跡地の利活用について」で示された保

育園用地）に新築するものとする。（約４,５００㎡） 

（３）整備方法 

（仮称）統合認定こども園を運営する引受法人を選考し、当該法人が整備する

ものとする。整備に係る経費の財政的支援については、国の保育所等整備交付金

及び認定こども園施設整備交付金の採択を受けて、市が射水市児童福祉施設補助

金交付要綱に基づき補助する。 

 

３ 今後の予定 

  平成２９年 

６月下旬 引受法人募集(７月下旬まで) 

    ８月上旬 第１回引受法人選考委員会（書類選考） 

      下旬 第２回引受法人選考委員会（面接・最終選考） 

    ９月上旬 引受法人決定 

   １０月上旬 保護者、市、引受法人との三者協議開始 

  平成３１年 

    ３月下旬までに園舎建築工事契約及び着工（予定）（引受法人） 

  平成３２年 

    ４月１日 （仮称）統合認定こども園 開園（予定） 

福祉保健部子育て支援課 資料１ 

６月定例会 民生病院常任委員会 

平成２９年６月２０日 
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４ 引受法人について 

（１）引受法人の応募資格について 

   ① 射水市に、事務所を置く社会福祉法人及び学校法人 

   ② 射水市に隣接する市に、事務所を置く社会福祉法人及び学校法人 

（２）引受法人の選考について 

   引受法人として応募のあった社会福祉法人等について、その経営状況、保育事

業の実績及び保育に対する熱意等を総合的に検討し、移管先として最も適切な引

受法人を選考するため、「市立保育園引受法人選考委員会」を設置する。 

  ア 委員構成 

   ① 学識経験者（幼児教育・保育関係、公認会計士等） 

   ② 福祉関係者（民生委員児童委員等） 

   ③ 地域関係者（地域振興会代表、保育園保護者会代表等） 

                              等 

  イ 選考（審査）方法 

    選考委員会において、書類審査及び面接を行い、総合的な評価による得点を

もって、事業者を選定する。 

 

  【書類審査】 

   ① 法人の状況 

     基本理念や応募の動機（理由）、法人の経営状況等を審査する。 

   ② 園の組織・体制 

     全体計画、収支計画、保育教諭等の配置、人材育成、安全対策等を審査 

する。 

   ③ 園の運営 

     教育・保育計画、支援を要する子どもへの配慮、特別保育（延長保育、病

児保育等）の実施、食育等への取組、地域との連携、保護者に対する支援等

を審査する。 

 

  【面接審査】 

   ① 設置運営に向けた熱意や幼児教育・保育の見識、職員の資質向上等につい

て具体的な提案の聞き取りを行い審査する。 
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  ウ 整備予定地 

・設置場所 射水市庄川本町 25 番 50 号（旧新湊中学校所在地） 

（旧新湊中学校敷地 21,912 ㎡の内、南西側の約 4,500 ㎡） 

・都市計画区域 富山高岡広域都市計画区域（市街化区域） 

・用途地域 第一種中高層住居専用地域 

 

 

整備予定地 
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地域包括ケア病棟の２病棟体制について 

 

１ 地域包括ケア病棟について 

  地域包括ケア病棟（回復期病棟）は、急性期治療後の病状が安定した患

者に対して、診察、検査、看護等を継続しながら、必要な方にはリハビリ

テーションを実施するなど、在宅復帰への支援を目的とした病棟である。  

  地域包括ケア病棟は、病棟を移った後に６０日まで入院が続けられるこ

とや入院が長期でも診療報酬が一定であることなど、入院患者の確保や病

院の収益に有利なことから、当院では４階病棟５２床で平成２６年９月に

開設した。 

 

２ 病棟の再編について 

  昨年度に策定した射水市民病院改革プランに基づき、これまでの４階病

棟に加え、５階病棟４７床も地域包括ケア病棟として運用を開始し、２病

棟９９床の体制とした。  

  再編前                 再編後 

    

 

 ⇒ 

   

６Ｆ 急性期病棟   48床 ６Ｆ 急性期病棟   51 床 

５Ｆ 急性期病棟   50床 ５Ｆ 地域包括ケア病棟 47 床 

４Ｆ 地域包括ケア病棟 52床 ４Ｆ 地域包括ケア病棟 52 床 

３Ｆ 急性期病棟   49床 ３Ｆ 急性期病棟   49 床 

  

３ 実施時期 

  平成２９年５月１日から実施 

 

４ 地域包括ケア病棟の運用について 

  急性期病棟から疾患別の標準入院期間内の患者受け入れを進めるととも

に、軽症患者等の外来、他病院からの紹介などによる直接入院に積極的に

取り組むことにより、地域包括ケア病棟の病床利用率の向上を図る。 

 

 

※  参 考（高岡医療圏内医療機関の地域包括ケア病床数） 

厚生連高岡病院  １病棟４９床 

済生会高岡病院  １病棟５２床 

高岡ふしき病院  １病棟６０床 

真生会富山病院  １病棟４１床 


